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2010 年（平成 22 年）度 

領事業務 

業務・システム最適化実施評価報告書 
 

2011 年（平成 23 年）8月 26 日 

外務省情報化推進委員会決定 
   

1．領事業務の業務・システムの概要 

項 目 内 容 

個別管理組織担当課室名 外務省 領事局 政策課／旅券課／外国人課 

府省全体管理組織担当課室名 外務省 大臣官房 情報通信課 

対象期間 2010 年 4 月 1 日～ 2011 年 3 月 31 日 

最適化の工程段階 企画段階，設計・開発段階，運用段階 

業務・システム最適化の概要 電子政府構築計画（2003年7月17日決定，2004

年 6 月 14 日一部改定）に基づき，領事業務の業

務・システムを見直し，運用経費削減，業務処

理時間の効率化を目指す。（電子政府構築計画に

基づき，個別府省業務・システムの対象となっ

た。（2004 年 2 月 10 日）） 

 

2．企画，設計・開発,運用の各段階における評価 

(1)企画段階 

①旅券発給に係る情報システムの刷新 

（最適化の実施内容） 

現行ホスト・コンピュータを平成 24 年 3 月までにオープンシステムへ

移行する。この際，SOA 等の最新技術を取り入れたシステムの刷新を目指

す。加えてシステム調達においては，旅券業務部分と領事業務統合の基盤

となる領事業務情報システム統合プラットフォーム部分の分離調達，ハー

ドウエアとソフトウエアの分離調達を図るとともに競争入札を導入する。 

  （最適化実施状況） 

   ・旅券システムの刷新他を盛り込んだ領事業務の業務・システムの最適化計 

    画を改定した（2010 年 4 月 12 日外務省情報化推進委員会決定）。 

   

《http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/shocho/g_system/pdfs/ryoji_sait

ekika_10.pdf》 

    

   ・上記改定版最適化計画に基づいた旅券システムの刷新について，右旅券シ 

    ステム，及び旅券システムを含めた他の領事業務システムが将来稼働する 

    ための基盤となる統合プラットフォーム（両者を併せて「領事業務情報シ 

    ステム」と総称する）の構築を開始するための調達計画書を作成し公表し 

    た（2010 年 4 月 22 日）。 

 

   ・領事業務情報システム（旅券，統合プラットフォーム）の開発に係る調達 

    を実施するための仕様書（案）を作成・公表し，各社からの意見招請を実 
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    施した（2010 年 4 月 23 日～5月 13 日）。両仕様書を会わせて，計 9社か 

    ら約 150 の意見が寄せられたので，適宜調達仕様書に反映した。 

 

－業者との契約状況等 

     件  名：領事業務最適化計画推進(コンサルティング業務委託) 

   契約期間：2010 年 5 月 10 日～2011 年 3 月 31 日 

   契約形態：企画競争・随意契約 

   契約金額：40,215,000 円 

     契 約 先：(株)野村総合研究所 

 

  【最適化実施の評価】 

   ○課題及び問題とその原因 

    特になし 

   ○対策 

    特になし 

 

 (2)設計・開発段階 

①旅券発給に係る情報システムの刷新 

（最適化の実施内容） 

現行ホスト・コンピュータを平成 24 年 3 月までにオープンシステムへ移

行する。この際，SOA 等の最新技術を取り入れたシステムの刷新を目指す。

加えてシステム調達においては，旅券業務部分と領事業務統合の基盤となる

領事業務情報システム統合プラットフォーム部分の分離調達，ハードウエア

とソフトウエアの分離調達を図るとともに競争入札を導入する。 

   

・意見招請後の意見を反映した調達仕様書を基に，（個別業務システムとし 

    ての）旅券システム，統合プラットフォームの各構築事業者を調達した。 

    入札（総合評価）にはそれぞれ 3社が参加したが，結果的に同一事業者が 

    落札した。（2010 年 7 月～10 月） 

 

－業者との契約状況等 

     件  名：領事業務情報システムにおける統合プラットフォームの設

計・構築等業務委託 

   契約期間：2010 年 10 月 25 日～2013 年 3 月 31 日（国庫債務） 

   契約形態：一般競争入札（総合評価落札方式） 

   契約金額：総計 357,000,000 円 

     契 約 先：(株)富士通 

 

－業者との契約状況等 

     件  名：領事業務情報システムにおける個別システム（旅券発給管理

システム）の設計・構築等業務委託 

   契約期間：2010 年 10 月 15 日～2013 年 3 月 31 日（国庫債務） 

   契約形態：一般競争入札（総合評価落札方式） 

   契約金額：総計 1,281,000,000 円 
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     契 約 先：(株)富士通 

 

（最適化実施状況） 

    上記により調達した事業者にて，領事業務情報システムの設計・開発を実

施した（2010 年度（平成 22 年度）は要件定義及び基本設計を実施）。 

 

【最適化実施の評価】 

○ 課題及び問題とその原因 

   特になし。 

○ 対策 

  特になし 

 

 (3)運用段階 

 ①メールマガジン配信システムを利用した緊急時の情報発信 

2006 年度（平成 18 年度）中に，在外公館で運用されている在留邦人向け

メールマガジン配信システムを拡張し，既に読者登録されている邦人に対す

る緊急時の情報発信機能を強化した。 

 

（最適化実施状況） 

メールマガジン配信システムを利用した緊急時の情報発信機能により， 

    2010 年度（平成 22 年度）は約 400 通（のべ送信宛先数 318 万通）の緊急時 

    一斉通報を発出した（前年度は約 600 通，延べ 395 万通）。 

 

②現行情報システムの運用経費の削減 

（最適化の実施内容） 

在外公館では，端末・作成機の予備機（特に 2005 年度（平成 17 年度）

末より導入を開始する旅券発給に係る端末・IC 旅券作成機）が不足して

いるため，故障の際には旅券の発給業務等が停止する可能性もある。 

これを改善するため，平成 22 年 3 月までに在外公館の IC 旅券作成機

には査証を作成できるように改良を加え，査証作成機の機能の統合（但

し，大量査証発給公館を除く）を図る。これにより経費の削減とスペー

スの有効活用を図る。加えて旅券・査証の安定的な発給に向けて作成機

を再配置する。 

   

（最適化実施状況） 

    2008 年度（平成 20 年度）の第二次開発終了を受けて，2009 年度（平成

21 年度）には在外 IC 旅券作成機・査証作成機(以下旅券・査証統合作成機)

を 221 在外公館へ展開（送付，据え付け・調整）を完了している。 

 

【最適化実施の評価】 

○ 課題及び問題とその原因 

  特になし。 

○ 対策 

 特になし 
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3．最適化の効果の評価 

(1) 最適化効果指標の目標値に対する達成度の評価 

【最適化共通効果指標】 

・削減経費（単位：千円） 

 

① 印影照合システムのネットワーク化については，以下のとおり経費削

減が実現した。（2009 年度（平成 21 年度）） 

 ・目標削減額 316    実績削減額 352    削減上乗額 36 

 

② 邦人援護統計機能については，在外公館への展開が 2010 年度（平成

22 年度）末まで遅れたため，効果の発現は 2011 年度（平成 23 年度）

以降となる。 

 

③ 旅券発給にかかる情報システムの刷新については，当初の最適化計画

に基づく開発予算が認められなかったことから，上記のとおり 2010

年度（平成 22 年度）からの開発を実施している。 

 

④各種端末・作成機及びネットワーク統合，及び旅券・査証発給業務の安

定性の向上(作成機の再配置)については，2009 年度（平成 21 年度）に

在外公館に展開を終了したことにより，以下のとおり経費削減が実現し

た。 

 ・各種端末・作成機及びネットワーク統合 

  目標削減額 279,381  実績削減額 379,860 削減上乗額 100,479 

 ・旅券・査証発給業務の安定性向上（作成機の再配備） 

  目標削減額 -123,180  実績削減額 -132,906 削減上乗額  -9,726 

 

⑤広報業務におけるウェブサーバ統合計画に基づく，海外安全ホームペー

ジの統合については，当該計画の遅れにより，統合が 2010 年度（平成

22 年度）となったため，効果の発現は 2011 年度（平成 23 年度）とな

る。 

 

⑥セキュリティ確保策の強化に係る同項目の最適化実施後の経費（実施値）

は，2009 年度（平成 21 年度）に引き続き,以下のとおりとなった。 

・標削減額 -3,425    実績削減額 －4,733   削減上乗額 -1,308 

 

⑦海外邦人安全業務の拡充としてのメールマガジン配信システム緊急時 

情報発信機能強化に係る経費について，削減額は以下のとおりとなった。 

・目標削減額 -5,846 実績削減額 －3,853 削減上乗額 1,993 

 

・削減業務処理時間 

①情報システムの拡充による定型業務の迅速化・効率化 

(a)2007 年度（平成 19 年度）までに開発した，在留届業務，戸籍・国 

    籍業務，証明業務については，それぞれ以下のとおり処理時間が短 

     縮された。 

・在留届業務  ：1,914 時間 
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・戸籍・国籍業務：2,396 時間 

・証明業務   ： 200 時間 

 

(b)2008 年度（平成 20 年度）開発した機能（司法共助，管海事務，邦 

   人援護統計）については，展開作業の遅れにより，2010 年度（平成 

   22 年度）に邦人援護統計機能についての展開を了したので，2011  

   年度（平成 23 年度）より右に係る効果が発生する。他の機能につい 

  ては，2011 年度（平成 23 年度）中の展開を予定している。 

 

【その他】 

① 在留届精度向上（継続業務） 

領事窓口における各種届出・申請の際の情報を逐次在留届に反映する

とともに，外務省ホームページ，在外公館ホームページ等の広報手段を

利用して在留届・帰国届の提出促進を広報している。 

 

4．最適化実施の総合評価 

2010 年(平成 22 年)4 月に最適化計画の改定を行い，改定前は予算措置上の 

事情により，遅れていたホスト・コンピュータのオープン化に向けた作業を実

施したことは評価できる。また，全体として，概ね削減目標を達成しており，

評価できる。 

情報ネットワーク最適化計画と連携し，作業を着実に進めることが重要であ

る。 

 

5 ．その他 

   本計画の実施にあたっては，外務省情報ネットワーク（共通システム）最適

化の実施状況や検討状況等を踏まえ，必要に応じて関係部局との連携を図る。 

 

6 ．添付書類 

  最適化効果指標・サービス指標一覧 

 
（了） 


